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《研究ノート》

農協類型区分に関する一試論

守　友　裕

1．課題の設定一農協類型区分の必要性一

（1）地域問題の発生

（2）農業発展に澄ける農協の役割の検討

　　1）農協論の到達点と展開方向

　　2）農協の主体性をめぐって

　　3）農協の多様性をめぐって

　　4）農業経営学からの農協問題への接近

　　5）農協類型区分の必要性

2・類型区分の指標の検討

3．分析ならびに若干の考察

4　今後の課題

1　課題の設定一農協類型区分の必要性一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ

　最近農業問題の解明にあたって、農業の上に地域という文孚を冠し、地域農業とし

て問題を設定することが多くなってきている。また農業発展における農協の役割を

重視し、その二つを統合して、「地域農業の発展と農協の役割」という問題をたて、

これについて理論的かつ実践的に解明を試みる必要性も出てきている。

　本稿ではこの課題に応える第一歩として、なぜ地域農業という形で問題がたてら

れるのか。そしてなぜ農業発展と農協の関連が論じられねばならないのか、特に農

協はその要請に応えうるのか。次いで応えうるとすれば、従来のような～般的な農

協把握で良いのかQ農協の多様性を前提とすれば一定の類型区分が必要ではない

か。類型区分をした上で、その類型ごとに個別経営にとっていかなる一与件として

作用しているのかという点について若干の考察を試みる。この点の解明は、当面の
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農業生産のあり方が個別経営を前提としつつも、集団的、組織的対応をとらざるを

えず、その中心として農協が存在しているという現実からみて、欠くべからざるも

のと言わなければならない。

　農協の類型区分と言っても、農協は運動体、経済組織体、経営体、資本体の重層
　　　　　　　　　（i）
的内部構造を持つが、今回はそのごく一側面からの類型化であり、対象とした地域

もそれほど広くはない。しかし結論的には類型区分の必要性の正しさを証明してい

るといえる。以下この順を追って論を進めることとする。

　（1）　地域問題の発生

　　　　　り　　　ゆ
　まずなぜ地域農業一都市の側の問題も含めて地域問題としてとらえる一が問

題とされるのか。

　地域問題がク獄一ズアップされてくるのは高度経済成長下での「地域開発」をき

っかけとしている。

　戦後の「地域開発」を診澄まかにふりかえってみると、1950年代の多目的ダ

ム建設を中心とする河川総合開発、1960年代の重化学コンビナートを軸とする

拠点開発、1970年代に入っての国土の効率的分業化を理念とする巨大開発にわ
　　　　（2｝
けられる。

　最後の巨大開発への足がかりとなったのは1969年に作成された「新全国総合開

発計画（新全総）」であるが、その基本的な考え方は「現代資本主義の富と人口

の中央集中や地域的分業化の論理を素直にみとめてこの論理をより効率的に国土
　　　　　　　　　　（3）
全体に輸しすすめよう」というものであり、そのもとで多くの矛盾が発生してきた

と言える。その最も特徴的なあらわれが、一方での都市化の進展と他方での過疎化

の深唆りである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　都市化についてみれば、極端な入口集中による社会的共同消費手段の不足、そのも

とで発生する交通公害、ゴミ戦争、騒音公害などが大きな問題となっている。

　過疎化について見れば、労働力流出による農業基盤の崩壊、人口流出による農村

社会そのものの崩壊が進行し、農村の自然環境の破壊も進行してきている。つまり

従来から「農業の発展条件がさまざまな制約下に診かれ………それらの条件に加重

されて農業の正常な発展が薯しくさまたげられ………地域によっては農民的経営の

没落が従前の農業生産力水準すら維持しえないほどに進行し、それが主な原因とな
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
ってその地域で生活を維持することさえ困難になった時、地域社会の破壊が本格化1

してくるという形で過疎化が進行する。

　結局、「『地域開発』政策をめぐる虚像（地域格差の是正）と実像（地域経済の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
不均等発展の激化とそれによる地域経済の破壊）」が浮き彫りにされてきたのが最

近の特徴といえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）
　それゆえ「このような資本主義経済の不均等発展の地域的投影」が地域問題であ

り、　「『地域開発』政策の本格的展開とともに、この政策をめぐる矛盾・対坑関係
　　　　　　　　　　　　　　（8）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
が地域問題としていっそう鮮明」化してくるといえる。これが地域問題、さらに地
ロ

域農業という観点が重視される今日的な根拠である。

　さて「地域開発」の否定的側面から、地域問題の発生という形で見てきたが、本

来地域開発とはどのようなものであろうか。その基本課題は「『地域の経済水準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
と住民の生活水準がいかにあるべきか』を問うこと」とされている。

そのため消極的に、破壊される現実から「地域」を意識するだけでなく、積極的に

新たな地域を作って行く意味から「地域」をとらえ直して行く必要がある。

たとえば宮本憲一は三島・沼津の石油コンビナート誘致反対運動が成功したこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α①
をよろこびながらも、そのあとに乱雑な都市が作られて行くことを恐れている。つ

まり住民意識の高まりは、反対運動から新たな地域づくりにまで発展しなければな

らない。

　さてここで真の地域開発の担い手の検討が必要であるが、そのためにまず従来の

「地域開発」に自治体、農協がどのようにかかわってきたかを見る必要がある。

　まず自治体であるが「開発政策の遂行を最末端に知いて担わせられ、またその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11〕
進行過程で生ずる諸矛盾を直接的にかかえこ蜜ざるをえない立場」に診かれてきた。

農協についてみれば、それへの無批判な対応をしてきたといえる。都市化の進展の

中での信用事業への傾斜はその端的な例と言える。

　しかし自治体が政策の下請け機関化しても、基本は住民の自治組織であり、農協

も農村に訟ける現行政策の担い手という側面をもちつつも、本来農民の組織であり、

その意向を無視しえない。この二面的性格から、自治体、農協を地域開発、地域問

題解決の担い手として行くことは決して不可能な事ではない。

　自治体問題は本稿の課題からはずれるので農協問題にかぎって言えば、こうした課
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題を実現して行く担い手として農協を位置づける場合、一般的にとらえるのでなく、

地域に即してとらえなければならなくなってきている。つまり地域内に蜘ける農業

をとらえる場合、その発展方向は地域の農昆の現状によって規定され、「げんに

農業生産力の担い手となっている農民的経営を基礎にして、そのなかに今後の農業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12｝
生産力の発展の方向を見出してゆかなければならない」。そうした点からみれば各

地域の個々具体的な状況によって、その地域の農業生産力の発展形態は多様な形を

とりうる。

　今日、全国画一体系→地域への適用という形は多くの問題をはらんで訟り、今、逆

に各地域での実践の蓄積→全国的体系の検討という、いわばフィート沢ツクシステム的

な思考が必要になってきて澄り、各地域の実践の蓄積にもとつく日本農業論、日本

農協論の再構築が望まれている。

　（2》　農業発展における農協の役割の検討

1）　農協論の到達点と展開方向

　農業を地域的視点から見ることの重要性に次いで、「農業発展と農協の役割」と

いう形で問題をたてうるのかという事を検討しなければならない。そのために従来

の理論を考慮し、今後の展開方向を検討しなければならない。

　その展開方向として考えられる震ず第一は近藤康男による協同組合の商業資本規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬
定、そのより詳細な論理的な検討が必要であろう。
　　　　　　　　　　燵4｝
　第二は井上晴丸の業積の流れをくみ、農協（誇よび産：業組合）が資本主義の発展

にそって変化してきていることを、歴史的・具体的に分析して行くことであろう。．

　第三は各国の農協、協同組合の事例をロヅチデール、シュルツェ、ライフアイゼ

ンなどへさかのぼって検討するだけでなく、今日各国で発生している農協問題を比
　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
較史論的に分析する必要性であろう。

　第四は個別農協の事例分析の蓄積をもとに地域農業に噴ける農協の役割を考察し

て行く方向である。筆者の関心もそこにあるが、この領域は数多くの報告があるに

もかかわらず、その多くは個品事例の紹介的な水準をこえていなかった。それゆえ

この点から抽象レベルでなく実践的有効性をもつ農協理論の確立が望蓑れている。

の　農協の主体性をめぐって

　さて地域農業の発展と農協の役割を考える際、農協の主体的対応が問題となって
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くる。そこで農協には主体性があるか否かが問題となる。この点の検討では伊東勇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16｝
夫の見解が重要と思われるのでそこから問題にとりくむこととする。

　伊東勇夫によれば、貧しさから解放される主体的な道箭として、勤労主義、協同

組合主義、社会の仕組そのものをかえる社会改造の三つをあげ、さらに協同組合主

義を三つにわけ、第一は協同組合を澄し拡げることによって、やがて資本主義にと

って替るといういわゆる「協同組合主義」の見解、第二は資本主義の下では資本蓄

積のための一つの代行機関にすぎないとする資本への「奉仕機関説」の見解、第三

は資本主義への抵抗のなかにその形成の素因をみいだし、限界はあるにしろ私的生

産をある程度克服し、小生産者や消費者を自衛する形態として評価する「対抗機関

説」の見解をあげ、その第三の規定を評価しさらに独占段階の協同組合を主体的機

能と客体的機能の統一としてとらえ独自の「主体的自衛機関説」を展開している。

　これに対して近藤康男は以下のような批判を加えている。

　「協同組合は抵抗の組織だといってもこの組織はあまり闘いもしないし、抵抗も

していない………これから闘うかもしれないが、産業組合以来米価闘争くらいしか

かいていない。農協は抵抗する組織になって貰いたいという希望が農民大衆にある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（互の
ことは私も知っている。しかし闘う農協は日本には生寮れていない。」

　では近藤康男はどのようなのぞましい農協のイメージを持っているのであろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱
そこで、農協が独占に奉仕する側面の規定を強調したきらいがあるとされている「

続。貧しさからの解放」の中に見られる意見を検討してみよう。

　「栃木県のM農協は………肥料指導員3名を置いて、個々の農家に対して施肥の

相談にのっている。肥料を使え使えというのが農協の役割ではないはずである。駅

料をむだに使う量を、肥料指導員によって一割の節約ができるならば、どれほど高

級の農業技術員を抱えてもソロバンが合うはずである。かって戦前肥料不足を告げ

ばじめたころ、施肥改善事業として土壌調査を実施して、これを基礎にして適当な

配合肥料を配給することをしたことがあるが、それは農協のような組織によっては

じめて可能な事業である。………麗料を多く与えよでなく、少なく与えよと指導す

ることができる農協となった時、その農協はほんとうの意味に訟いて農民のものと
　　　　　　　　（19＞
なったのである」。

　「『組合員が追肥の硫安を買いにきたとき、奴追麗はやめなさいよ、改良普及員
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がそういっていたよ”と勧告する組合員があるだろうか。生産指導をするのは農協

でなくては総合的にできないからといって農林省の補助技術員を要求する組合が、

組合員の稲が窒素過多になるのを承知で肥料を売る組合が大部分であろう。窒素過

多になって病虫が発生すれば、農薬まで売れると考えているのかもしれないが、そ

れでは農協の存在理由はないと思う。』これはある『農協マン』の苦悶であるが、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
こうした苦悶こそ組合翻倒化の芽である」。

　多少引用が長くなったが、独占資本に奉仕する農協に対する批判が前面に出る中

でも、その中に肯定的側面、つまり発展の芽が検出されていることに注目しなけれ

ばならない。引当内容と今日とでは時代状況がかなり異なるが、しかし、その両者

をつらぬいて、農艮組合的運動とは異なった農協の運動のあり方が提示されている

といえる。

　このことは現感電に驚いて、一部上向化する層を除いて多くは兼業。離農へ走る

という現実の中で、そこに於ける問題点の指摘、原因の克服を行ない、いわば「下

ざさえ的機能」を農協が持つことが重要であるし、蓬たそれを実行する可能性があ

ることを示している。

　伊東勇夫が近藤康男から批判をうけた根拠は、農協の主体性を強調するが、その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2封
主体性の中心となる入格にまで検討が及んでいないことと、伊東の提起が1960

年であり、その時点で蜜ださほど「たたかう農協」が発生していなかったためと考

えられる。

　しかし70年代のなかばをすぎた今日、そうした農協はあらわれていないであろ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
か◎否、各地に実践が於こっているのが今日の状況といえよう。

3）農協の多様性をめぐって

　さて不十分ながらも農協の主体性を確認しえたが、その主体性は画一的に発揮さ

れるものなのであろうか。この点の検討が次に必要になってくる。

　山田定市によれば、「農協の資本主義的性格じたいが決して同一不変のものではな

く、資本主義の発展過程に対していっそう多様性を澄びてきて隔り、それらの形態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
・内容の変化を歴史的・具体的に正しく把握しなければならない」とし、歴史的過

程での多様性を認識している。この考えから必然的に先にのべた、協同組合の歴史

分析の必要性が導き出される。
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　七戸長生は「個別経営の営農条件という面からみれば、自然条件についても、社

会経済的な条件についても、ほぼ同一であるとみられるような農協相互間に、組織
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
運営の面に澄ける差異がかなり顕著に認められる」とし、現段階で静態的に見て発

生している多様性と、その発生の原因を動態的に把握しようとする姿勢を持ってい

る。

　つまり現状の静態的な見方でも、歴史的、動態的な見方でも、農協を画一的にと

らえることはできず、その多様性を正確に把握する必要性にせまられているといえ

る。

4）農業経営学からの農協問題への接近

　さてここまで農協の側から論を進めてきたが、筆者が長期的に目ざしていること

は、個別経営と農協がどのような関連を持っている⑱か、特に個別経営の発展に農

協がいかなる役割をはたしうるのかという点の解明である。そこで経営学のサイド

から経営に対する一与件、特にその中での農協がどのようにあっかわれてきたかを検

討する。

　まず従来、与件とはどのような概念で馬いられてきたかを確認して訟く必要があ

る。

　矢島武は「農業経営を中心としてみれば、農業経営をとり寮く諸条件、あらゆる

環境は農業経営をさまざまな形で制約しており、経営活動はそれらの制約を前提に

して考えられる。そのような意味に澄いて、諸条件は経営に対してあらかじめ構

えられた条件、すなわち与件であるといえる。農業経営はかかる一与件にもっとも適

合するような方向で運営されねばならないが、同時に与件を変えて行く努力が必要
　　　　㈱
とされる」と述べている。

　与件に対する基本的な考え方は、今日もこの通りであると思われるが、最近注目

すべき意見が、こ入の経営研究者から出されているので次いでそれを検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
　第一は金沢夏樹の見解であり概略は以下の通りである。

　まず今日の産業構造変化のとらえ：方であるが、第一に各個別の産業部門がどのよ

うな比率で構成されているかという「一圏の産業体系の構成」というレベル、第二

に一つの産業部門のなかで、それぞれの生産部門がどのように構成されているかと

いう「個別産業部門の構成」というレベル、第三に具体的に生産を担当している個
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別企業、個別経営がどのような生産構造をもっているかという「企業の構成」とい

うレベルの三つの段階を持っている。一般的には「産業体系」＃　「産業部門」ま

「個別経営」という相互規定、重層的な関係であるが、農業に澄いては中間項

が欠落し「産業体系」　→　「個別経営」という一方的な関係になって細り、f産業

体系」の要求を国の介入という形で一層強化している。

　こうした現状から今後の農業経営の真の育成のためには、経営と密接な関係にあ

る中間層の機能を果すものを農業自らの手で形成する以外にない。消失した外部経

済を自らの手にひきもどして、その機能を内部経済化し、その内部経済を拡大する

必要がある。農協の将来には農業としての内部経済拡大のための組織体としてつき

つめるべき課題を持っている。

　また、農業経営の要諦としてスビールラウム（S凱eユRaum）の拡大があげられ、

自由な活動の範囲の拡大には、当然与件への変更の働きかけがなくてはならず、農

業経営の論理にたって、経営者が自由に活動しうる範囲（Spie■Rau加）の拡大を

刺激、援助するとともに、その拡大された範囲、領域を安定、維持するため、それ

までの経営者の内部経済の問題の外にあるとしていた諸与件にたいし、これをゆる

め、あるいは諸与件間の配列の順序に変更を加え、さらには部分的な排除を診こ

ないつつ、そのスピールラウムを安定的に広げて行く。

　このように個別経営の発展のサイドから与件の問題がとりあげられてきている。

　第二は七戸長生の見解でありその与件に対する考えを順を追って見てみる。

　「従来の農業経営理論の多くは、個別の農業経営者が所与の与件に対していかに

合目的的に適応するかという命題を、もっぱら静態均衡論的に（あるいは比較静

態論的に）解明しようとする傾向が強かった。このことは従来の経営方式論や経営

組織論が、所与の土地面積や労働力を用いていかにして個別経営的に最大の収益を

あげるかという観点から構成されているため、そのような最大の収益点からさらに

経営を発展させていくためにはどうしなければならないか、前提されている辱件自

体を変化させながら経営を展開させていくにはどのような方向があるか、といった

殿舷課題を直接練とりあげ舷鰍態1のにあり、「牒機械化礪録する経

営的な諸問題を個別経営的な観点からみていくと、それは現実に生起しているさま

ざまな経営現象の一つであると同時に、農業内外の諸関係が相互に交錯し規定しあ
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いながら歴史的・動態的に変化していく過程を最も集中的にあらわしていると考え

られる。つまり現実の農業経営にとって『近代化』とは一体何か、それはいかにし

て達成しうるか、といった基本的な課題を直戴に問いかけつつあることがらである

と考えられる。この意味で機械化の問題は、従来の農業経営研究が伝統的にとって

きたところの、個別経営の枠内に澄ける一与件対応的・自足完了的な接近方法の限界
　　　　　　　　　　　　　　　㈱
を、きわめて鮮明に示している」。

　また「昭和35年頃から徐々に進展しはじめた大型機械化の方向は、資本需要の

増大と相倹って制度金融への依存度をます襲す強め、それに伴う農協との信用面で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
のつながりの強化が、ひいては農機具の購買面にも反映される」として、従来の経

営学の「与件対癒」的な考えを農業機械化研究のサイドから批判的に検討し、信用

を出発点としながら「与件としての農協」把握へと進んで行く。そして、土地、自

然、交通等の立地論からみても、経営構造論からみても同一の類型に入りながら、

現象としてかなり異なったあらわれ方をしている地域の特性を外部条件、尊件把握

の観点からとらえ、個別経営研究にとって与件、特に農協に対する研究の重要性を
　　　　　　¢0》
指摘している。

　さらに補足的になるが「農法的とか経営的構想をいかした土地利用政策ができるよ

うな条件を一つ擁つときほぐしてゆくような体系は、地域農政というか町村農政で

しかありえない………そうした行政体系を考えてゆくと、ほんとうは農協がそうと
　　　　　　　　　　　　　　　③
うの力を発揮しなければならない」という意見に見られるように、経営サイドから

農協への関心は最近とみに強くなってきているといえる。

5）　農協類型区分の必要性

　以上述べてきたように、農協論の側から個別的具体的な農協把握が開始され、経

営学の側から与件への接近一その多くは個別具体的な農協（単協）に対して一

がなされてきている。

　また農協が主体性を発揮し、地域農業の発展に積極的な役割をはたす際、その多

様性を慎重に考慮しなければならない。つ寮り地域農業に罠をむけ個別経営の発展

という視点でみると、農協を画一的な見：方で見ることはできない。しかし逆に、農

協をあまりに各地域に即して見ているだけでは、一般化しにくいという弱点を持つ。

　そこで多様な農協をいくつかの類型に分類する必要性が発生する。
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2　類型区分の指標の検討

　（1）分類指標の区分

　農協を類型化する際、何を指標として類型化するかが問題となる。そこでデータ

として把握可能な指標を区分する作業が必要となる。

　先にも述べたように農協は、運動体、経済組織体、経営体、資本体の四つの側面

を持ち、それぞれの側面からの類型化が必要であるが、ここでは当面、組織体。運

動体的側面の指標と、経営体・資本体的側面の指標とに区分し検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫
　組織体・運動体的指標となりうるものは、組合員数、役員数、職員総数、部門別

職員数、総会出席率、総代会の有無、労組結成状況などであり、経営体。資本体的

指標となりうるものは、資産（信用事業、共済事業、経済事業、置定資産）、負債

（信用、共済、経済事業負債、引当金）、費用（信用、共済、購買、販売事業直接

費、指導事業支出、事業管理費　）、収益（信用、共済、購買、販売事業収益、指

導事業収入）、事業総利益（信用、共済、購買、販売事業、指導事業収支差額）、

事業（信用、購買、販売、農業倉庫、加工）などがあげられ、この他に地帯の構造

にかかわるものとして地帯区分があげられる。

　（2）農協類型区分の出発点

　農協を類型化する最終的な§的は、個別経営と農協との関連を地帯に即しつつも

一般的に把握するということであるから、地域の農業構造までとらえて類型化する

必要がある。しかしそこ蚕で深めると農協の独自性の把握が不十分になる危険性が

あるので、ここでは農協の事業内容を基底にすえることとする。また組織体・運動

体的側面からの類型も必要であるが、今回は第一歩として経営体・資本体的側面（

特に経営体）からの類型化に限定した◎

　（3）分類指標の検討

　分類の中心となる事業は信用事業と販売事業に於く。

　その根拠は信用事業は農家の階屠差によってその事業への対応が異なり、階層差

を拡大する方向へ走る危険性をもつが、販売事業では小規模層でも経営のあり方に

よって多くの販売量をあげることが可能で、やり様によっては階層差を生じにくく
　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬
することが可能な事業であるといえる。よって農協ごとにこの二つの事業を対比す

る中から各農協の性格を見て行く。
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　次いで信用事業の指標に何をとるかという点であるが、農家の再生産上の資金確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③）
保という点から貸付金に注目し、貸付金年度末残高合計を指標とした。販売事業に

ついては当期販売取扱高を指標とした。な於この場合、信用事業の数値が年度末

残高として出て、販売事業の数値が事業の年聞合計量として出て、この二つの数値

は若干次元の異なったものであり、本来性格の異なったものの対比にはその部門ご

との事業収益で見るのがオーソドックスであるが、ここでは一応農家経済のバラン

スを農協窓口を通じて見たものとして、この指標による対比を行なうこととした。

　〈4＞類型化とモデル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
　信用事業と販売事業のいずれに力点を細くかで農協の性格にかなり差が出るため、

販売の指標の数値を10◎として信用の指標の数値を指数としてあらわした。それ

による分類は第1図の通りである。

　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　ノ
　Nα1～Nα4を大分類としてNα3と甑4を補足的分類とした。

　これを信用指数、信用実数値、販売実数値を併列して模式化したのが第2図であ

るoh

　これは澄おまかな模式図であるが、後述の通り対象地域を北海道上川支庁管内を

対象としたため、数値は信用事業で上限が29．4億円（昭和48年、美瑛町農臨）、

販売事業で上限が32．8億円（昭和48年、富良野農協）であるため、それに適合

させて座標をとった。

3　分析ならびに若干の考察

　（1）対象の限定

　農協の類型化は究極的には金道、金国の農協を組上にのせるべきであるが、現在

分析方法が試論的毅階を出ず、さらに検討の余地があるため、一定数の農協を含み、

筆者がその地域の質的性格、農協の質的性格に対して若干の基礎知識を持つ地域と

して北海道上川支庁管内42総合農協をとらえ分析の対象とした。

　上川管内は稲作を中心としながらも、畑作、酪農地帯も存在し、一律に見ること

はできないが、今回の分析では一応捨象し一本化して分析の対象とした。

　（2）農協類型区分にもとつく分類

　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
　上川支庁管内の農協を先のNo．1～甑4の6分類、具体的には第2図の直線の屈折
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　　　　　　　第1図

信綱指数の高いもの

信用、販売対比による分類

No．1

Nα2

信用自体が高いもの

（相対的に販売が低いもの）

販売が低く相対的に信用が高いもの

信絹指数の低いもの 穫α3

爬。．4

　ノ
No．3

　ノ
穫O，4

o信爾指数＝
貸付金年度末残高合計

販売自体が高いもの

（相対的に信用が低いもの）

信用自体が低いもの

（販売は相対的に高いもの）

信用は比較的高いが販売も高いため

指数が高くならないもの

販売は低いが信用も低いため

指数が高くならないもの

　X　　100
　　　　　　　　　当期販売取扱高

。信用は貸付金年度末残高合計

　販売は当期販売取扱高をさす
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第2図　類型パターンの模式麟
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（信用／飯売）

信用

実数値：

（単位　億円）

販売

実数値

（単位　億円）

の型により分類したのが第3図である。

　これを見るとN。．1には農業地帯的色彩を持つ都市農協が入り、No．2には都市農協

と山村農協が入ってくる。Nα3には上川管内の高位生産力地帯に属する農協がなら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノび、No．4には南部の半山村地帯の農協が入ってくる。No．3には旭川周辺の稲作地帯

　　　　　　　　　　　　　　　　　ノと塩狩峠以北の農業地帯がならび、No．4には北部限界地の農協が入ってくる。

　これを模式的に地図に澄としたのが、第4図である。
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第3図　類型区分による分類

類型 農　協　名

東神楽、旭正、旛川市神居

Nα1

旭川北部、神楽、旭川市、北野

Nα2
上川町、占冠村、朝日町

美瑛町、富良野、中富良野、上富良野
No．3

東旭川町、東鷹栖、東川町、愛別町

東山、南富良野
No．4

ノ
当麻、永山、比布町、鷹栖、西神楽

No．3

士別、剣灘和寒、美深、風連、名寄

　魯m
山部、江特別、

No．4

重根別、上士別、中士別、下川町、多寄、智恵文

中川、常盤、佐久

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　ノ
（注）　類型で、南．1、Nα2とNo．3、　Nα4、喪0．3、Nα4の区分はまず信用指

　　　数150で区切り、次いで、第2図の屈折の型で区分した。
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第4図　類型ごとの地域的存在状況（模式図）
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　これを見れば一目瞭然であるが、農協の類型区分による分類と、地帯の性格との

みごとな相関である。旭川市を中心として信吊に傾斜した南，2類型が位置し、その

まわりに、南，2類型よりはややその度合いの低い南．1類型が位置している。その外

縁には販売高の高い甑3類型がある。Nα3類型は、上川南部の中心的農業地帯をも

含んでいる。これは販売事業の健全な発展が中心的農業地帯の農協に細けるあらわ

れ方であることを示している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　さらに旭川周辺のNo．3類型の外側に甑3類型が位置している。この類型はNo，3類

型が南部へのびているのと比して、北部へのびている。この地帯は、昭和初期に「

保温折衷苗代」による寒冷地稲作技術を創り出した所でもあるが、極端な「減反」

対応をした所としても知られて語り、塩狩峠をはさんでの農業地帯の性格差が農協事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ業の性格に如実に反映していると言える。甑3類型のさらに外縁には信用、販売と

　　　　　　　　　　ノもに低い農協としてNα4類型が位置している。

　（3）　若干のi考察

　以上より、明らかになったことは、第一に農協の性格（信用と販売の対比による

性格）は地域農業の性格に大きく規定されていることである。当然の結論ではある

が再度確認する必要がある。

　第二はその結果与件としての農協の性格を考察する場合、どのような地域に位置

する農協であるかによって、その与件の性格がかわることに留意する必要がある。

　第三は農協の発展方向を考える際、無視できないことは、①地域農業の構造、②

農協指導者（経営者）層の系譜、③農協労働運動、④農民運動などへの考慮である

が、今回の分析では①の地域農業の構造の把握が特に大切なことが明らかになった

ことである。そこで地域農業構造を十分にふまえた各農協ごとの具体的方策がねら
　　　　　　　　　⑳
れなければならない。逆にたとえ農協が政策の下講け機能をもっていても、画一的

な指導の於しつけが農家の中へ必ずしも入って行かないのは以上のことの逆の表現

であるといえる。

　第四は農協の今後の進路を考える上で、農協の性格が地域の農業の性格に規定さ

れることが大きいため、その地域の農業自体の発展方向を考えずして、農協の発展
　　　　　　　　　　　　　⑰
はありえないということである。
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　以上より、地域農業の発展と農協の役割との関連は大きく、今後個々の経営問題

をとらえる上でも農協は無視しえない要因になってきているといえる。

4　今後の課題

　以上の分析をふまえ今後の課題を列記すると、寮ず分析方法では組合員一戸当り

の事業量でとるとどのような結果になるか、近接地帯で異分類に入る農協（たとえ

ば多寄と士別など）はなぜそうなのか、逆に地帯の性格がかなり異なるのに同分類

に入る農協（たとえば甑2類型の中の都市農協と山村農協）が存在するのはなぜか、

また作目によって所得率が異なっているが個々の農家のレベルで考えるとその差は

大きくただ販売高のみを考えていては正確な分析ができないという点をどう克澱す

るか、販売と信胴の対比は行なったが購買、共済、指導などの事業との相互関連を

どのようにつげて行くか、そして今嗣静態分析にかぎったが、動態的に見た場合ど

のような把握がなされるか、さらに組織体．運動体的側面からの類型化をいかにし

て行なって行くかという点などがあげられる。

　分析対象の地域であるが、今後稲作、畑作、酪農という形にわけて考察する必要

があり、次いでその地帯間同士たとえば十勝の畑作地帯の農協と網走の畑作地帯の

農協、あるいは渡島の稲作地帯の農協と空知の稲作地帯の農協とを対比して見るこ

となどが必要と思われる。

　そうした分析の積み重ねから地域農業を重祝した農協論の展開方向が開げてくる

ものと思われるQ

　　注

（1）美土路達雄「協同組合の組織と経営に関する試論」　（協同組合研究会編「協同

　組合の組織と経営」所収）による。

（2）宮本憲一「地域開発はこれでよいかjp．22による。

（3）　　宮本、　同」二書王）．　47　よ　り弓1用。

（4）社会的共同消費手毅の内容澄よび性格の詳細については、宮本憲一「社会資本

　論」P．29以下を参照のこと。

（5）山田定市「現代資本主義と『過疎』」　（北海道経済研究所編「北海道に於ける

　過疎問題」所収）P・6より引用。
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（6）　山田定市「北海道開発の実態とその基本的性格」　（北海道経済研究所編「北海

　道の地域開発」所収）P．7より引用。

（7）　山田定市「現代の農協理論」：P．138より引用。

（81山田定市、斎藤秀平、高倉嗣昌「地域農業の展開と農民運動（上）」　（北海道

　大学教育学部紀要第21号）P．1よ．り引用。

（9）池田善長「『地域開発』とは何か」　（北海道経済研究所編「北海道の地域開発

　」所収）P．3より引用。

⑳　宮本、前掲「地域開発はこれでよいか」P．240より。

α1）山田、前掲「北海道開発の実態とその基本的性格」P．13より引用。

（12｝山田、前掲「現代の農協理論」P．156より引用。

㈱　この方向で注目されるのは三輪呂男「協同組合の基礎理論」であろう。

（14｝井上晴丸「日本協同組合論」　（井上晴丸著作選集第6巻）

（15）この点で、アメリカと日本の農協比較を中心として研究を進めてきた足羽進三

　郎「農業協同組合の研究」が貴重であろう。

（矧　伊東勇夫「現代日本協同組合論」に診ける氏の見解を廻上にのせる。

㈱　伊東、同上書に対する近藤康男の「序」P．5より引用。

（姻　風戸伊作「農協理論の系譜」P・48以下の見解による。

（19｝近藤康男「続．貧しさからの解放」　（近藤康男薯作集第5巻、P．574より

　引用）

⑳　近藤同上書：P．593～594より引用

⑳　近藤康男は前掲「序」に澄いて、「農協を抵抗の組織だと規定するには是非と

　も農協職員の労働三舎と農協の関係、農艮組合と農協との関連について考察すべ

　きであった」と述べている。この点の不十分さが、伊東が農協の主体性を評価す

　るという積極性を打ち出しながらも将来展望を生産共同化へとしかつなげなかっ

　た限界としてあらわれているといえる。伊東の生産共同化論は伊東前掲書P．331

　以下を参照のこと。

⑳　とうした事例は数多いが、二つほどの例示にとどめよう。

　　茨城県の玉川農協は霞が浦の北部に位置し組合員の平均耕作面積水田70a、

　畑30aでありながら、238戸の農家のうち40数％が専i業という高い専業率
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　を保ち、一組合員当砂400万円の販売高を示している。

　耕作面積が小さいため養豚、養鶏、ハウス園芸、酪農などを導入し、「産直」も

　試み、後継者を対象として農業経営論、農業統計、自治体論、農民の健康、農協

　経営論などを講義する組合員学校も開催している。　（小松崎組合長談による。）

　　北海道の洞爺農協も多面的な活動をしているが、その一つとして地力対策から

　畑作地帯に肉牛を入れているが、農協としては畑作物の残さいを飼料とし配合飼

　料を買うな、買うなと指導している。これは、先の近藤康男が麗料を少なく売る

　農協を評価したことと比較すると注目に値する姿勢である。　（佐伯組合長談によ

　る。）

㈱　山田、前掲「現代の農協理論jp．19より引用。

⑳　七戸長生「『個別経営の与件としての農協』試論」（北海道大学［農経論劃第

　30集）P．101より引用。

㈱　矢島武「現代の農業経営学jp．202～203より引用。

㈱　金沢夏樹「稲作農業の論理」特に第15章

　　金沢夏樹「これからの農業経営と営農指導」特に第10章

　　金沢夏樹「『農業経営』存立の条件」　（「農業協同組合」1974年9月号）

　による。

⑳　七戸長生「農業機械化の動態過程」：P．76よ動引用。

㈱　七戸、同上書P。242より引用。

⑳七戸、同上書P．227より引用。

闘　七戸、前掲「『個別経営の与件としての農協』試論」を参照のこと。

⑳　熊代幸雄、金沢夏樹、保志拘、梶井功「『村』と地域農政の役割」　（「農i業協

　同組合」玉975年5月号P．85より引用）

⑳　以下で用いる指標は、北海道庁編「農業協同組合要覧（信用事業を営む一般組

　合）」に集計されている指標を用いている。

⑳　この点について、拙稿「農協事業の性格一事業運営の重点指向の検討一」

　（北海道大学農業経営学教室「農業経営研究」第2号）を参照のこと。

¢φ　農協の貸付が、必ずしも農業に対してだけではないことは周知の事実であり、

　農外貸付もかなり多いが、原則的には農業内貸付を：重視するという観点から、こ
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　の指標をとった。

⑳　葡掲、拙稿の中の表7を参照のこと。

⑳　前掲、拙稿に澄いて、F農協、　T農協として事例を出したが、その特徴は地域

　の性格を生かした営農指導、販売対策であった。

　　その地域の農業構造をふまえた経営方針を持つ農協が、健全に発展して行くこ

　とは実践的に証明されているといってよい。

¢7）この点ならびに農協の類型区分に関して注霞して澄く必要があるのは、

　　桑原正信監修「現代農業協同組合論」　（全三巻）である。

　　これは従来の一般的農協論を克服する意気ごみで、分析も各方面に及んで澄り、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　ね　　　の　　　　
　一定の評価は与えられる瓜訟しむらくは「農業なき農協論」であった。

　　そのため今後の農協の方向として経営の合理化の方向が強く打ち出されてきて

　いる。

　　再度、農業問題、農家の経営問題から出発した農協論の検討が必要と思われる。

一153一


